
費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 きたみらい

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，８５８，５００千円

年 効 用 ② １６４，４１１千円

廃 用 損 失 額 ③ ０千円 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ １９年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から

建設利息率） ０．０７８６ 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，０９１，７４３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ９７，７４３ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

農業経営向上効 営農経費節減効果 ５４，０８０ 草地及び農道の整備による労
果 働時間の短縮や機械経費の節

減
対象作物：牧草

畜産環境の保全 畜産環境整備効果 １２，８００ 家畜排せつ物処理施設等の整
・向上 備による畜産環境の改善及び

有機質たい肥等の活用

維持管理費節減 維持管理費節減効果 －２１２ 雑用水の整備に伴う維持管理
効果 費の増

計 １６４，４１１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 沼川北部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０８１，４８４千円

年 効 用 ② ９３，３１４千円

廃 用 損 失 額 ③ ０千円 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ １８年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から

建設利息率） ０．０８１１ 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１５０，６０４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ９３，３１４ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

計 ９３，３１４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 宗谷中部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４８０，５００千円

年 効 用 ② １３７，４７２千円

廃 用 損 失 額 ③ ０千円 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ １６年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から

建設利息率） ０．０８８０ 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５６２，１８２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 １３７，４７２ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

計 １３７，４７２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 大樹

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０４９，８８８千円

年 効 用 ② ８２，８８８千円

廃 用 損 失 額 ③ ０千円 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ ２４年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から

建設利息率） ０．０６７３ 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２３１，６２０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ８２，８８８ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

計 ８２，８８８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 陸別

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６５２，０１８千円

年 効 用 ② １６７，６２９千円

廃 用 損 失 額 ③ ０千円 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ １９年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から

建設利息率） ０．０７８１ 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，１４６，３３８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 １６７，６２９ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

計 １６７，６２９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 茨城中西部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２,２１５,４０９千円

年 効 用 ② １７４,０３４千円

廃 用 損 失 額 ③ ０千円 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ ２６年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から

建設利息率） ０．０６３１ 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２,７５８,０６６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農産物の生産量 畜産物生産効果 １７４，０３４ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳牛

計 １７４，０３４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 宮崎県 地区名 宮崎中央

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，５７５，６５０千円

年 効 用 ② ２８３，３６３千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ １４年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ ０．０９６７ 総合耐用年数に応じた効用から総

建設利息率） 便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，９３０，３３１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ２８３，３６３ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 ２８３，３６３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 北薩

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，９０６，５４５千円

年 効 用 ② ２００，９０２千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ ２６年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ ０．０６５１ 総合耐用年数に応じた効用から総

建設利息率） 便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，０８６，０５２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．６２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ２００，９０２ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 ２００，９０２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 南薩第１

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０２５，０００千円

年 効 用 ② １０８，３３４千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ ３２年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７４ 総合耐用年数に応じた効用から総

建設利息率） 便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８８７，３５２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．８４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 １０８，３３４ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 １０８，３３４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 甑

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３５５，４４８千円

年 効 用 ② ９０，２８３千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総合耐用年数 ④ ３１年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８４ 総合耐用年数に応じた効用から総

建設利息率） 便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５４５，９４２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ９０，２８３ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数の増加
対象家畜：肉用牛

計 ９０，２８３




